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（本文より抜粋）

第４章 計画の主要施策
第１節 「我が国の豊かな暮らしを支える北海道～食料安全保障、

観光立国、ゼロカーボン北海道」に係る主要施策

１．食料安全保障を支える農林水産業・食関連産業の持続的な発展

（２）国内外のマーケットに対応したバリューチェーンの構築
北海道の農林水産業・食関連産業は素材供給型の生産が主体
であり、付加価値率が低い。また、多様なニーズに対応した生
産・加工・流通等の供給体制や、拡大する海外市場の獲得に向
けた体制の構築も十分とはいえない。利益率の高い農林水産
業・食関連産業へ発展させるためには、６次産業化を促進する
とともに北海道のブランド力を活かし、付加価値を高めることが
重要である。
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○第９期北海道総合開発計画

地域の声を踏まえて策定された北海道総合開発計画の推進を図るための基礎調査として、「食品工業の付加価値」
に関する情報収集を行うため、食の関係機関・団体へヒアリングを実施しました。

・近年は漁獲量が減少し、さらに温暖化によって収益につながらない魚種
に変わるなど、深刻な状態。そういった魚種に自分たちで付加価値をつ
けて販売していく必要がある。

・気候変動に伴う魚種の変化に対応した加工技術等、付加価値を高める
研究・技術開発が必要。

・優れた水産物の中でも、よく知られていないものや、地元で出すところが
ないものもある。食の売り出し方はまだいろいろ考えられる。

・産地で加工処理を行うことにより、雇用創出や輸送コスト削減のほか、
加工残渣物の循環利用が可能になる。

・ワイン産業は６次産業化の象徴のような存在で、地域全体でワインづくり
を進めることで北海道全体に産業として広がる可能性。

※北海道総合開発計画の策定にかかる第１回計画部会の資料
「計画策定に係る地域との意見交換で出された意見」より抜粋

調査の目的

ヒアリングの実施

ヒアリング機関 食品に関する関係機関・団体（１０機関・団体）

ヒアリング期間 令和６年９月１８日～令和７年２月２７日

ヒアリング内容
・北海道の食品工業の付加価値率が低い理由について
・製造品出荷額等が高い製造業の付加価値率が低い理由について

・付加価値率を上げるために必要な取組について

地域（地方公共団体・経済団体）の声

（令和６年３月１２日）閣議決定
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飲料・たばこ・飼料製造業

「食品工業」とは・・・
「食料品製造業」及び「飲料・たばこ・飼料製造業」の総称。

食料品製造業

清涼飲料製造業
サイダー、炭酸水、
ミネラルウォーター

果実酒製造業
みかん酒、りんご酒、ぶどう酒

発泡性酒類製造業
ビール、発泡酒

コーヒー製造業
インスタントコーヒー、
コーヒー豆ばいせん業

配合飼料製造業
動物性たん白質混合飼料、
観賞魚用飼料、ドッグフード

単体飼料製造業
魚粉飼料、貝殻粉飼料

乳製品製造業
バター、チーズ、アイスクリーム

処理牛乳・乳飲料製造業
牛乳、粉乳、乳酸菌飲料

肉加工品製造業
ハム、ソーセージ、ベーコン

冷凍水産物製造業
冷凍魚介類

冷凍水産食品製造業
冷凍すり身

その他の水産食料品製造業
鰹節、するめ、のりつくだ煮

パン製造業
食パン、菓子パン

砂糖製造業
てん菜糖

レトルト食品製造業
レトルトカレー

（抜粋）

（抜粋）

※出典：日本標準産業分類

※出典：北海道のホームページ



●付加価値額

●付加価値率

●製造品出荷額等

付加価値額÷製造品出荷額等 3

1月から12月までの1年間における

製造品出荷額、加工賃収入額、くず廃物の出荷額及びその他収入額の合計
であり、消費税、酒税、たばこ税、揮発油税及び地方揮発油税を含んだ額。

※出典：総務省・経済産業省「2023年 経済構造実態調査（製造業事業所調査）」

従業者29人以下従業者30人以上

※出典：北海道「北海道の食品工業の現状」

製造品出荷額・・・ 当該事業所の所有に属する原材料によって製造されたもの（原材料を他企業の国内事業所に支給して製造させたも
のを含む。）を、1年間のうちに当該事業所から出荷した場合の工場出荷額

加工賃収入額･･･ 1年間のうちに他企業の所有に属する主要原材料によって製造し、あるいは他企業の所有に属する製品又は半製品
に加工処理を加えた場合、これに対して受け取った又は受け取るべき加工賃

その他収入額・・・ 製造品出荷額、加工賃収入額以外で、例えば「転売収入」、「修理料収入」、「販売電力収入」、「冷蔵保管料収入」等の
収入額

付加価値額 ＝

製造品出荷額等

＋（製造品年末在庫額－ 製造品年初在庫額）

＋（半製品及び仕掛品年末価額 － 半製品及び仕掛品年初価額）

－（推計酒税、たばこ税、揮発油税及び地方揮発油税＋推計消費税額）

－ 原材料・燃料・電力使用額等

－ 減価償却額

粗付加価値額 ＝

製造品出荷額等

－（推計酒税、たばこ税、揮発油税及び地方揮発油税＋推計消費税額）

－ 原材料・燃料・電力使用額等

用語の説明



北海道における食品工業の付加価値の現状
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製造品出荷額等・・・都道府県別で北海道は 1位 27,271億円 (全国平均は8,946億円)

付加価値率 ・・・都道府県別で北海道は43位 26.9% (全国平均は31.1%）

①北海道の食品工業について（令和４年）

①製造品出荷額等（令和４年）は、都道府県別で１位となっているが、付加価値率は４３位となっている。

②直近１０年間（平成２５年～令和４年）の付加価値率は、２６～２８％台で推移しており、全国平均よりも低く
なっている。

③振興局別の付加価値率で、全国平均（３１．１％）を上回るのは、「空知（３３．７％）」と「石狩（３３．２％）」だけ
である。
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※出典：北海道「北海道の食品工業の現状」

年 平成25年 平成26年 平成27年 平成28年 平成29年 平成30年 令和元年 令和２年 令和３年 令和４年

全国 32.8% 32.1% 33.1% 33.4% 33.6% 32.9% 33.2% 33.5% 32.7% 31.1%

北海道 26.7% 26.0% 26.9% 28.9% 28.2% 27.6% 28.0% 27.9% 28.3% 26.9%

※出典：総務省・経済産業省「2023年 経済構造実態調査（製造業事業所調査）」を使用

出典：北海道「北海道の食品工業の現状」

②付加価値率の推移（平成25年～令和4年）

③振興局別の付加価値率（令和４年）

聞き取りを行う内容

・付加価値率が低い理由は何か？

・付加価値率を上げるために必要なことは？

背景 北海道の付加価値率が低いことの課題は何か



北海道における食品工業の付加価値の現状

順位 分類 製造品出荷額等
(億円)

構成比
(製造品出荷額等)

付加価値額
(億円)

付加価値率
※付加価値額÷製造品出荷額等

1位 乳製品製造業 3,489 13% 538 15%

2位 その他の水産食料品製造業 2,264 8% 578 26%

3位 冷凍水産食品製造業 2,213 8% 574 26%

4位 配合飼料製造業 2,068 8% 355 17%

5位 冷凍水産物製造業 1,953 7% 362 19%

6位 処理牛乳・乳飲料製造業 1,350 5% 236 18%

④ 北海道の食品工業の内、「製造品出荷額等」 が高い製造業（令和４年）
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※出典：総務省・経済産業省「2023年 経済構造実態調査（製造業事業所調査）」を使用

④北海道の食品工業の内、「製造品出荷額等」が高い製造業（１位から６位まで）は下表のとおりとなっている。

これらの製造業の付加価値率は、北海道全体（２６．９％）より低くなっている。

これらの製造業の製造品出荷額等の合計は４９％となり、北海道における食品工業の約半数となる。

背景 付加価値率を上げるためには製造品出荷額の高い製造業の率を上げる必要

聞き取りを行う内容

製造品出荷額等は高いが、付加価値率が低い製造業について、その理由は？



関係機関・団体への聞き取り①

北海道の食品工業の付加価値率が低い理由の情報を収集するため、関係機関・団体に聞き取りを行いました。 聞き取り結果は次のとおりです。
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食品工業の付加価値率が低い理由として、どのようなことが考えられるか？

・輸出に関しては、道内港から海外への定期航路が少
ないので、本州でワンクッションすることになり、コスト
高となっている。また、2024年問題もあり、産地から石
狩や苫小牧への輸送コストも高くなっている。

・輸出に関しては、道内港から海外への定期航路が少
ないので、本州でワンクッションすることになり、コスト
高となっている。また、2024年問題もあり、産地から石
狩や苫小牧への輸送コストも高くなっている。

・食品関係の工場では多品種少量生産の形態が多く、
機械化を上手く進められないため、人をたくさん使い、
手作業が多いので付加価値を上げづらいのではない
か。乳製品の関係では、工場内の機械化は進められ
ていて労働生産性は良い。

・食品関係の工場では多品種少量生産の形態が多く、
機械化を上手く進められないため、人をたくさん使い、
手作業が多いので付加価値を上げづらいのではない
か。乳製品の関係では、工場内の機械化は進められ
ていて労働生産性は良い。

・北海道は野菜や水産の加工場が少なく、６次産業化
できていないのが理由ではないか。
・北海道は野菜や水産の加工場が少なく、６次産業化
できていないのが理由ではないか。

・北海道では１次加工や低次加工のものが多く、それにより付加価値率が低
いと考えられる。
・（赤福や明太子などでは）北海道から原料を送っており、北海道はあまり加
工をしていないことも考えられる。
・北海道は、１次加工の産業がメインであるからではないか。

・北海道では１次加工や低次加工のものが多く、それにより付加価値率が低
いと考えられる。
・（赤福や明太子などでは）北海道から原料を送っており、北海道はあまり加
工をしていないことも考えられる。
・北海道は、１次加工の産業がメインであるからではないか。

・北海道は１次産業が基幹産業となっており、原料を他地域へ送り込む地域
のため。
・北海道は原料供給が主であり、新鮮な原料を全国に供給しており、加工を
必要としないイメージ。北海道では、わざわざ加工する意識が低いと考えら
れる。
・北海道は食品の原料供給基地であり、原料を大量に生産するということが、
北海道の産業構造となっている。結果、薄利多売となり、付加価値率が低く
なる。

・北海道は１次産業が基幹産業となっており、原料を他地域へ送り込む地域
のため。
・北海道は原料供給が主であり、新鮮な原料を全国に供給しており、加工を
必要としないイメージ。北海道では、わざわざ加工する意識が低いと考えら
れる。
・北海道は食品の原料供給基地であり、原料を大量に生産するということが、
北海道の産業構造となっている。結果、薄利多売となり、付加価値率が低く
なる。

・北海道内は消費地が限られており、食品の消費が少ないため、大手の食品
関連業者が少ない。
・推測ではあるが、大企業が少ないからではないか。大企業は機械化が進む
など労働生産性が高く、付加価値率が高い傾向にある。一方、北海道は中
小企業が主体で労働生産性が低いと考えられる。
・北海道には大きな食品メーカーが無いことでないか。

・北海道内は消費地が限られており、食品の消費が少ないため、大手の食品
関連業者が少ない。
・推測ではあるが、大企業が少ないからではないか。大企業は機械化が進む
など労働生産性が高く、付加価値率が高い傾向にある。一方、北海道は中
小企業が主体で労働生産性が低いと考えられる。
・北海道には大きな食品メーカーが無いことでないか。

②加工が低次

⑥輸送コストが高い

①原料の供給基地

③大手企業が少ない

⑤機械化が進まない

④工場が少ない



・補給金が関係し、牛乳の値段を上げづらく付加価値が低いので
はないか。

7

・北海道の生乳は、飲料用よりも加工乳になる割合が多く
なっているのが、他の都道府県よりも付加価値率が低い理
由でないか。
・北海道の生乳は、飲用よりも加工用が多くなっている。

・道内には、アイスクリームをつくる大手企業が無い。
他県の付加価値率が高い理由として、付加価値が高いも
の（ヨーグルトなど）を作っているから。

・牛乳については、集客のため安売りの対象となっているから売
価が上がらず付加価値率が低いのではないか。

乳製品関連

⑤加工が低次

①加工乳になる生乳が多い

②アイスクリームをつくる大手企業が無い

⑥安売りの対象

・牛乳は製品としてではなく、タンクローリーにより材料として出荷
されるため付加価値が低い。
・牛乳はかなり機械化が進んでいるが、加工が低次で製品価値が
低い。

・道内で生産される乳製品の大半が売価の低い脱脂粉乳である
ことが付加価値率が低い理由となっている。

④脱脂粉乳の生産量が多い

(処理牛乳・乳飲料製造業)(乳製品製造業)

⑦補給金が関係

・加工用は一次加工での出荷のため、付加価値率が低いと
思われる。

③加工が低次

関係機関・団体への聞き取り②

製造品出荷額等は高いが、付加価値率が低い製造業（乳製品、冷凍水産、配合飼料など）
があるが、その理由としてどのようなことが考えられるか？
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・北海道はホタテの輸出が多く、最大の輸出先であった中国向けには殻付
きで出荷しており、加工がほぼなかったため。今は中国が輸入禁止措置
をとっており、輸出先が欧米に転換したため、殻を取って冷凍して出荷し
ている。なお、ホタテの加工場は増えている状況。

・以前はホタテを殻付きのまま冷凍して中国へ出荷していたが、中国が日
本からの水産物の輸入を禁止したことで、今は、殻を取って、冷凍して欧
米へ出荷しており、殻をとる作業について人件費が発生するため、人件費
を価格に上乗せした分だけ販売価格が上昇するとともに、殻剥きを機械
化することで労働生産性を高めることで付加価値が上がると思われる。

・捕ってきた魚を凍らせて出荷するだけなので、付加価値率が低い。

・魚を冷凍して、道外へ送っているから。

・北海道は加工度が低いと考えられる。

・１次加工が多いからではないか。

冷凍水産関連冷凍水産関連

・北海道は獲れる魚の種類が多く、魚の形状などが違うと
機械が対応できず使えないので、それでなかなか機械化
が進まない部分もある。

・獲れる魚種が変わってきたが、トレンドがいつまで続くか
分からないため、設備投資をしようとしてもなかなかでき
ない。

・獲れる魚種が毎年安定していない。サケやぶりではサイ
ズが違うので同じ機械を使用できないため。

①加工が低次 ②獲れる魚種が変わり機械が対応できない

関係機関・団体への聞き取り③

(その他の水産食料品製造業、冷凍水産食品製造業、冷凍水産物製造業)
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・配合飼料に関する補助金があり、それが価格に関
係しているのでは。
・配合飼料に関する補助金があり、それが価格に関
係しているのでは。

・材料を乾かして混ぜるだけなので付加価値を上げづらい。

・北海道は加工度が低いと考えられる。

・北海道は牛用の配合飼料が多く、府県では鳥や豚用の配合飼料が多く
なっている。牛用の配合飼料は加工度が低いが、鳥や豚用の配合飼料は
加工度が高いので、それが理由ではないか。

・材料を乾かして混ぜるだけなので付加価値を上げづらい。

・北海道は加工度が低いと考えられる。

・北海道は牛用の配合飼料が多く、府県では鳥や豚用の配合飼料が多く
なっている。牛用の配合飼料は加工度が低いが、鳥や豚用の配合飼料は
加工度が高いので、それが理由ではないか。

・配合飼料の原料が値上がりしているが、その分を牛乳の価格に添加した
場合、牛乳の消費低下、酪農家の経営悪化などを招く恐れがあるため、原
料の値上がる分を価格に反映できない。

・付加価値率を高めるためには、配合飼料の単価を上げる必要があるが、
その分酪農家の経営負担となることや、牛乳などに反映した場合、消費者
の購入意欲の低下を招く。

・飼料の価格を上げてしまうと飼料を使っている酪農家への影響があるため。

・配合飼料の原料が値上がりしているが、その分を牛乳の価格に添加した
場合、牛乳の消費低下、酪農家の経営悪化などを招く恐れがあるため、原
料の値上がる分を価格に反映できない。

・付加価値率を高めるためには、配合飼料の単価を上げる必要があるが、
その分酪農家の経営負担となることや、牛乳などに反映した場合、消費者
の購入意欲の低下を招く。

・飼料の価格を上げてしまうと飼料を使っている酪農家への影響があるため。

配合飼料関連配合飼料関連

関係者への聞き取り④

①加工が低次

②酪農家への影響 ④補助金が関係

・材料の輸入コストが高いのも問題となっている。・材料の輸入コストが高いのも問題となっている。

③材料の輸入コストが高い

（配合飼料製造業）



北海道の食品工業の付加価値率が低いことについて、関係者に聞き取りした内容を次のとおりとりまとめました。
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（乳製品関連) 処理牛乳・乳飲料製造業
④売価の低い脱脂粉乳の生産量が多いため。
⑤牛乳は製品としてではなく、材料として出荷されるため。
⑥牛乳については、安売りの対象となっているため。
⑦補助金が関係し、牛乳の値段を上げづらく付加価値が低いため。

（乳製品関連) 処理牛乳・乳飲料製造業
④売価の低い脱脂粉乳の生産量が多いため。
⑤牛乳は製品としてではなく、材料として出荷されるため。
⑥牛乳については、安売りの対象となっているため。
⑦補助金が関係し、牛乳の値段を上げづらく付加価値が低いため。

①北海道は食品の原料供給基地であり、原料を大量に生産する産業構造であるため。また、そのため薄利多売となるため。
②１次加工や低次加工のものが多いため。
③北海道は消費地が限られており、食品の消費が少なく、大手の食品関連業者が少ないため。
④野菜や水産の加工場が少ないため。
⑤多品種少量生産の形態の工場が多く、機械化が上手く進められないため。
⑥本州への輸送コストや道内での輸送コストが高いため。

①北海道は食品の原料供給基地であり、原料を大量に生産する産業構造であるため。また、そのため薄利多売となるため。
②１次加工や低次加工のものが多いため。
③北海道は消費地が限られており、食品の消費が少なく、大手の食品関連業者が少ないため。
④野菜や水産の加工場が少ないため。
⑤多品種少量生産の形態の工場が多く、機械化が上手く進められないため。
⑥本州への輸送コストや道内での輸送コストが高いため。

（冷凍水産関連） その他の水産食料品製造業、冷凍水産食品製造業、冷凍水産物製造業
①捕ってきた魚介を凍らせて出荷するだけなので、加工度が低いため。
②獲れる魚の種類が多く、魚の形状が違うと機械が対応できず機械化が進まないため。

（冷凍水産関連） その他の水産食料品製造業、冷凍水産食品製造業、冷凍水産物製造業
①捕ってきた魚介を凍らせて出荷するだけなので、加工度が低いため。
②獲れる魚の種類が多く、魚の形状が違うと機械が対応できず機械化が進まないため。

（配合飼料関連） 配合飼料製造業
①材料を乾かして混ぜるだけなので加工度が低いため。また、北海道は牛用の配合飼料（加工度が低い）が多く、府県では鳥や豚用の配合飼料
（加工度が高い）が多いため。
②配合飼料の価格を上げると、飼料を使用している酪農家への経営負担となるため。
③材料の輸入コストが高いため。
④配合飼料に関する補助金があり、それが飼料の価格に関係しているため。

（配合飼料関連） 配合飼料製造業
①材料を乾かして混ぜるだけなので加工度が低いため。また、北海道は牛用の配合飼料（加工度が低い）が多く、府県では鳥や豚用の配合飼料
（加工度が高い）が多いため。
②配合飼料の価格を上げると、飼料を使用している酪農家への経営負担となるため。
③材料の輸入コストが高いため。
④配合飼料に関する補助金があり、それが飼料の価格に関係しているため。

聞き取り内容のとりまとめ

食品工業の付加価値率が低い理由

（乳製品関連) 乳製品製造業
①北海道の生乳は、飲料用よりも加工用になる割合が多くなっているため。
②道内には、アイスクリームをつくる大手企業がないため。
③加工用の生乳は、１次加工で出荷されるため。

（乳製品関連) 乳製品製造業
①北海道の生乳は、飲料用よりも加工用になる割合が多くなっているため。
②道内には、アイスクリームをつくる大手企業がないため。
③加工用の生乳は、１次加工で出荷されるため。



・他の産業に比べて食品産業の付加価値は低いので、
食品全体の価格をあげる必要があるのではないか。
・他の産業に比べて食品産業の付加価値は低いので、
食品全体の価格をあげる必要があるのではないか。
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・原料を供給するだけでは北海道にお金が落ちない。加工する工場
が必要だと考える。大企業が加工工場を道内に建設してくれればい
いのだが。

・原料を供給するだけでは北海道にお金が落ちない。加工する工場
が必要だと考える。大企業が加工工場を道内に建設してくれればい
いのだが。

・水揚げされた魚を機械で選別することができれば、人件
費が抑制され付加価値率が上がるのでないか。
・水揚げされた魚を機械で選別することができれば、人件
費が抑制され付加価値率が上がるのでないか。

・食品の加工度を上げて、食品を最終製品まで加工していくことが必
要だと考えている。このためには、最終製品を生産する食品企業の
道内参入が必要。

・食品の加工度を上げて、食品を最終製品まで加工していくことが必
要だと考えている。このためには、最終製品を生産する食品企業の
道内参入が必要。

・抜本的に付加価値率を高めるためには、食料品の値上
げが伴う。消費者に今より高いものを購入してもらう必要
があるが、現実的には困難。その上で、小さな取組から、
やれることをやっていくといったスタンスが重要。

・抜本的に付加価値率を高めるためには、食料品の値上
げが伴う。消費者に今より高いものを購入してもらう必要
があるが、現実的には困難。その上で、小さな取組から、
やれることをやっていくといったスタンスが重要。

・付加価値率を上げるために必要なことは、長期保存できる食品の製
造をしたら良いのでは無いか。海外では「北海道産」のワイン、日本
酒やクラフトビールなどのアルコールが人気となっている。

・付加価値率を上げるために必要なことは、長期保存できる食品の製
造をしたら良いのでは無いか。海外では「北海道産」のワイン、日本
酒やクラフトビールなどのアルコールが人気となっている。

関係者への聞き取り⑤

①最終製品までの加工

・消費地に近い場所で加工するのが良いのではないか。
・消費地が近ければ付加価値の高いものが生産される。
・消費地に近い場所で加工するのが良いのではないか。
・消費地が近ければ付加価値の高いものが生産される。

②大手企業の道内参入

③消費地近辺での加工

④長期保存できる食品の製造

⑤魚を機械で選別

⑥小さなことの取組

⑦食品全体の価格をあげる

北海道の食品工業の付加価値率を上げるために、どのような取り組みが必要か?



○令和７年度は、引き続き、食品工業に関する情報収集を

行います。

○北海道内に食品工場を立地した道内・道外企業にヒアリング

を行い、道内に工場を立地した経緯・理由などの取りまとめを

行います。

12

令和７年度の取組


